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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

平成29年7月12日付をもって提出した有価証券届出書（以下「原届出書」といいます。）について、

平成29年12月30日より信託報酬率を変更するため、また、当ファンドおよび当ファンドが投資対象と

するマザーファンドの信託約款変更（つみたてＮＩＳＡ対応にかかるデリバティブ等の使用目的の明

確化）に伴い、記載事項の一部に変更が生じるため、あわせて関係情報を訂正するため、本訂正届出

書を提出するものです。

 

２【訂正の内容】

　　　　　の部分は訂正部分を示します。

 

第二部【ファンド情報】
第１【ファンドの状況】

２【投資方針】

（２）【投資対象】

＜訂正前＞

（略）

（参考）当ファンドが投資対象とするマザーファンドの概要

ファンド名 エマージング株式パッシブ・マザーファンド

（略）

主な投資制限 （略）

③投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の5％以下とします。

（略）

 

＜訂正後＞

（略）

（参考）当ファンドが投資対象とするマザーファンドの概要

ファンド名 エマージング株式パッシブ・マザーファンド

（略）

主な投資制限 （略）

③投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の5％以下とします。

④デリバティブ取引（法人税法第61条の5に定めるものをいいます。）は、価格変

動、金利変動および為替変動により生じるリスクを減じる目的ならびに投資の対

象とする資産を保有した場合と同様の損益を実現する目的以外には利用しませ

ん。

⑤外国為替予約取引は、為替相場の変動により生じるリスクを減じる目的以外には

利用しません。

（略）
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（５）【投資制限】

＜訂正前＞

（略）

⑤スワップ取引、金利先渡取引、為替先渡取引、有価証券先物取引等の利用はヘッジ目的に限定しま

す。（約款「運用の基本方針」2.運用方法（3）投資制限）

⑥一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債券等エクス

ポージャーおよびデリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する実質比率は、

原則としてそれぞれ10％、合計で20％を超えないものとし、当該比率を超えることとなった場合に

は、委託会社は、一般社団法人投資信託協会規則にしたがい当該比率以内となるよう調整を行うこ

ととします。（約款「運用の基本方針」2.運用方法（3）投資制限）

⑦投資する株式等の範囲（約款第20条）

（略）

⑧信用取引の指図範囲（約款第21条）

（略）

⑨先物取引等の運用指図（約款第22条）

（略）

⑩スワップ取引の運用指図（約款第23条）

（略）

⑪金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図（約款第24条）

（略）

⑫デリバティブ取引等にかかる投資制限（約款第25条）

（略）

⑬有価証券の貸付の指図および範囲（約款第26条）

（略）

⑭特別な場合の外貨建有価証券への投資制限（約款第27条）

（略）

⑮外国為替予約取引の指図（約款第28条）

1)委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、または為替変動リスクを回避するため、

外国為替の売買の予約取引の指図をすることができます。

2)上記1)の予約取引の指図は、信託財産にかかる為替の買予約とマザーファンドの信託財産にか

かる為替の買予約のうち信託財産に属するとみなした額との合計額と、信託財産にかかる売予

約とマザーファンドの信託財産にかかる為替の売予約のうち信託財産に属するとみなした額と

の合計額との差額につき円換算した額が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。た

だし、信託財産に属する外貨建資産(マザーファンドの信託財産に属する外貨建資産のうち信

託財産に属するとみなした額を含みます。)の為替変動リスクを回避するためにする当該予約

取引の指図については、この限りではありません。

3)上記2)においてマザーファンドの信託財産にかかる為替の買予約のうち信託財産に属するとみ

なした額とは、マザーファンドの信託財産にかかる為替の買予約の総額にマザーファンドの信

託財産の純資産総額に占める信託財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額の割合を

乗じて得た額をいいます。また、マザーファンドの信託財産にかかる為替の売予約のうち信託

財産に属するとみなした額とは、マザーファンドの信託財産にかかる為替の売予約の総額にマ
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ザーファンドの信託財産の純資産総額に占める信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。

4)上記2)の限度額を超えることとなった場合には、委託会社は所定の期間内に、その超える額に

相当する為替予約の一部を解消するための外国為替の売買の予約取引の指図をするものとしま

す。

⑯資金の借入れ（約款第34条）

（略）

⑰同一法人の発行する株式への投資制限（投資信託及び投資法人に関する法律第9条）

（略）

 

＜訂正後＞

（略）

⑤デリバティブ取引（法人税法第61条の5に定めるものをいいます。）は、価格変動、金利変動およ

び為替変動により生じるリスクを減じる目的ならびに投資の対象とする資産を保有した場合と同様

の損益を実現する目的以外には利用しません。（約款「運用の基本方針」2.運用方法（3）投資制

限）

⑥外国為替予約取引は、為替相場の変動により生じるリスクを減じる目的以外には利用しません。

（約款「運用の基本方針」2.運用方法（3）投資制限）

⑦一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債券等エクス

ポージャーおよびデリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する実質比率は、

原則としてそれぞれ10％、合計で20％を超えないものとし、当該比率を超えることとなった場合に

は、委託会社は、一般社団法人投資信託協会規則にしたがい当該比率以内となるよう調整を行うこ

ととします。（約款「運用の基本方針」2.運用方法（3）投資制限）

⑧投資する株式等の範囲（約款第20条）

（略）

⑨信用取引の指図範囲（約款第21条）

（略）

⑩先物取引等の運用指図（約款第22条）

（略）

⑪スワップ取引の運用指図（約款第23条）

（略）

⑫金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図（約款第24条）

（略）

⑬デリバティブ取引等にかかる投資制限（約款第25条）

（略）

⑭有価証券の貸付の指図および範囲（約款第26条）

（略）

⑮特別な場合の外貨建有価証券への投資制限（約款第27条）

（略）

⑯外国為替予約取引の指図（約款第28条）

委託会社は、信託財産に属する外貨建資産とマザーファンドの信託財産に属する外貨建資産のう

ち信託財産に属するとみなした額（信託財産に属するマザーファンド受益証券の時価総額にマ
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ザーファンドの信託財産の純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得た額をい

います。）との合計額について、当該外貨建資産の為替ヘッジのため、外国為替の売買の予約を

指図することができます。

⑰資金の借入れ（約款第34条）

（略）

⑱同一法人の発行する株式への投資制限（投資信託及び投資法人に関する法律第9条）

（略）

 

４【手数料等及び税金】

（３）【信託報酬等】

原届出書の「第二部 ファンド情報　第1 ファンドの状況　4 手数料等及び税金　(3)信託報酬等」につ

きましては、以下の内容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

平成29年12月29日まで　ファンドの日々の純資産総額に対して年率0.5346％（税抜0.495％）

平成29年12月30日以降　ファンドの日々の純資産総額に対して年率0.3672％（税抜0.34％）以内
＊

＊平成29年12月30日以降：年率0.3672％（税抜0.34％）

配分は以下の通りです。

支払先
内訳（税抜）

主な役務
平成29年12月29日まで平成29年12月30日以降

委託会社 年率0.2275％ 年率0.16％ 信託財産の運用、目論見書等各種書類の

作成、基準価額の算出等の対価

販売会社 年率0.2275％ 年率0.16％ 購入後の情報提供、交付運用報告書等各

種書類の送付、口座内でのファンドの管

理等の対価

受託会社 年率0.0400％ 年率0.02％ 運用財産の保管・管理、委託会社からの

運用指図の実行等の対価

※信託報酬＝運用期間中の基準価額×信託報酬率

※信託報酬は、毎日計上され、毎計算期間の最初の6ヵ月終了日（休業日の場合は翌営業日）および

毎計算期末または信託終了のときに信託報酬にかかる消費税等相当額とともに信託財産から支払

われます。

◆税法が改正された場合等には、上記内容が変更になることがあります。

 

（５）【課税上の取扱い】

＜訂正前＞

（略）

※少額投資非課税制度「愛称：ＮＩＳＡ（ニーサ）」および未成年者少額投資非課税制度「愛

称：ジュニアＮＩＳＡ（ジュニアニーサ）」をご利用の場合

ＮＩＳＡおよびジュニアＮＩＳＡは、上場株式や公募株式投資信託などにかかる非課税制度で

す。毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲

渡所得が一定期間非課税となります。ご利用になれるのは、販売会社で非課税口座を開設する

など、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせくださ

い。なお、同非課税口座内で少額上場株式等にかかる譲渡損失が生じた場合には、課税上譲渡
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損失はないものとみなされ、他の口座の上場株式等の譲渡益および上場株式等の配当所得等の

金額との損益通算を行うことはできませんので、ご留意ください。

（略）

※上記は、平成29年4月末現在のものです。税法が改正された場合等には、上記の内容が変更にな

る場合があります。

（略）

 

＜訂正後＞

（略）

※公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度「愛称：ＮＩＳＡ（ニーサ）」および未成年

者少額投資非課税制度「愛称：ジュニアＮＩＳＡ（ジュニアニーサ）」の適用対象です。ま

た、販売会社によっては平成30年1月以降、非課税累積投資契約に係る少額投資非課税制度

「愛称：つみたてＮＩＳＡ（つみたてニーサ）」の適用対象となります。詳しくは、販売会社

にお問い合わせください。

ＮＩＳＡまたは平成30年1月以降開始のつみたてＮＩＳＡ（いずれかの選択）、およびジュニ

アＮＩＳＡをご利用の場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから

生じる配当所得および譲渡所得が一定期間非課税となります。ご利用になれるのは、販売会社

で非課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売会

社にお問い合わせください。

なお、同非課税口座内で少額上場株式等にかかる譲渡損失が生じた場合には、課税上譲渡損失

はないものとみなされ、他の口座の上場株式等の譲渡益および上場株式等の配当所得等の金額

との損益通算を行うことはできませんので、ご留意ください。

（略）

※上記は、平成29年11月末現在のものです。税法が改正された場合等には、上記の内容が変更に

なる場合があります。

（略）
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第三部【委託会社等の情報】
第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

原届出書の「第三部 委託会社等の情報 第2 その他の関係法人の概況 1 名称、資本金の額及び事業の

内容」につきましては、以下の内容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

(1)受託会社

a.名称

みずほ信託銀行株式会社

b.資本金の額

平成29年3月末日現在　　247,369百万円

c.事業の内容

日本において銀行業務および信託業務を営んでいます。

 

(2)販売会社

販売会社の名称、資本金の額および事業内容は以下の「販売会社一覧表」の通りです。

名　　 称 資本金の額

(単位:百万円)
事 業 の 内 容

株式会社ジャパンネット銀行 37,250 日本において銀行業務を営んでおります。

株式会社北陸銀行 140,409 日本において銀行業務を営んでおります。

スルガ銀行株式会社 30,043 日本において銀行業務を営んでおります。

株式会社四国銀行 25,000 日本において銀行業務を営んでおります。

株式会社筑邦銀行 8,000 日本において銀行業務を営んでおります。

株式会社肥後銀行 18,128 日本において銀行業務を営んでおります。

株式会社鹿児島銀行 18,130 日本において銀行業務を営んでおります。

株式会社北洋銀行 121,101 日本において銀行業務を営んでおります。

株式会社福島銀行 18,100 日本において銀行業務を営んでおります。

株式会社栃木銀行 27,408 日本において銀行業務を営んでおります。

株式会社京葉銀行 49,759 日本において銀行業務を営んでおります。

株式会社神奈川銀行 5,191 日本において銀行業務を営んでおります。

株式会社福邦銀行 7,300 日本において銀行業務を営んでおります。

株式会社愛媛銀行 20,798 日本において銀行業務を営んでおります。

株式会社沖縄海邦銀行 4,537 日本において銀行業務を営んでおります。

信金中央金庫 （※1）690,998

日本において全国の信用金庫の中央金融機関と

して、信用金庫の余裕資金の効率運用と信用金

庫間の資金の受給調整、信用金庫業界の信用力

の維持向上および業務機能の補完を図っていま

す。

第一勧業信用組合 （※1）11,178
協同組合による金融事業に関する法律に基づき

金融事業を営んでいます。

第一生命保険株式会社 60,000 日本において保険業務を営んでおります。
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藍澤證券株式会社 8,000
「金融商品取引法」に定める第一種金融商品取

引業を営んでおります。

カブドットコム証券株式会社 7,196
「金融商品取引法」に定める第一種金融商品取

引業を営んでおります。

株式会社ＳＢＩ証券 48,323
「金融商品取引法」に定める第一種金融商品取

引業を営んでおります。

株式会社しん証券さかもと 450
「金融商品取引法」に定める第一種金融商品取

引業を営んでおります。

ちばぎん証券株式会社 4,374
「金融商品取引法」に定める第一種金融商品取

引業を営んでおります。

楽天証券株式会社 7,495
「金融商品取引法」に定める第一種金融商品取

引業を営んでおります。

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 10,000
「金融商品取引法」に定める第一種金融商品取

引業を営んでおります。

マネックス証券株式会社 12,200
「金融商品取引法」に定める第一種金融商品取

引業を営んでおります。

松井証券株式会社 11,944
「金融商品取引法」に定める第一種金融商品取

引業を営んでおります。

水戸証券株式会社 12,272
「金融商品取引法」に定める第一種金融商品取

引業を営んでおります。

（注）資本金の額は平成29年3月末日現在

（注）確定拠出年金向けの取扱販売会社を含みます。

（※1）出資の総額
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